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6 . 1 . 子ども手当と高校無償化の財源 
2010年 3 月に子ども手当法 (時限立法), 高校
無償化法が成立し,  4 月から施行となったが, 








止により1100億円積み増しても, 約 2 兆3500億














った｡ 廃止の実施時期は, 所得税控除が2011年 





2010年度の子ども手当の必要予算額は  2 兆
7000億円といわれたが, 実際に平成22 (2010) 
年度予算で計上されたのは, 児童手当 (国負担
2326億円, 地方負担4652億円, 事業主負担1436
億円) の廃止分8414億円と, 国の新規負担分 1 
兆2230億円, 公務員への支給分1917億円, 地方
公共団体の負担増部分の ｢児童手当及び子ども
手当特例交付金｣ 2337億円, 事務費166億円, 
システム経費123億円, 合計 2 兆5187億円であ
る｡ これらの財源となるのは, 児童手当の廃止
分8414億円, 年少扶養控除の廃止分約8000億円






2  扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子育て政策 (下) 
る｡ 
2010年度は子ども手当と高校無償化の必要予
算額は約 3 兆円であるが, 財源手当ができるの













































































子供 ( 0 歳～15歳以下) がいれば当然養育費
がかかるので, 最低限38万円の所得には所得税
がかからないように控除するのが年少扶養控除
である｡ 控除後の課税所得に対して,  4 段階の
所得税率を掛けて所得税を算出する｡ (表 2 ) の
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(表 2 ) 2010年度税制改正と子ども手当・高校無償化 (単位：万円, マイナスは減税)  
  課税所得 課税所得 給与所得 課税所得 課税所得 
税率  10% 20% 20% 25% 33% 
扶養控除・手当 金額 195～ 330～ 578～ 695～ 900～ 
子供 ( 0 ～15歳)・所得税控除 38 3.8 7.6 7.6 8.74 12.5 
同・住民税控除 33 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 
児童手当 3 歳未満 12 12 12    
児童手当 3 歳以上～12歳以下 6 6 6    
合計 ( 3 歳未満)  19.1 22.9 10.9 12.04 15.8 
合計 ( 3 歳以上～12歳以下)  13.1 16.9 10.9 12.04 15.8 
子ども手当15歳以下 (半額) 15.6 15.6 15.6 15.6 15.6 15.6 
 0 ～ 3 歳児増減税効果  3.5 7.3 -4.7 -3.56 0.2 
 3 ～12歳児増減税効果  -2.5 1.3 -4.7 -3.56 0.2 
13～15歳中学生増減税効果  -8.5 -4.7 -4.7 -3.56 0.2 
高校生 (16～22歳) 所得税控除 63 6.8 12.6 12.6 15.75 20.79 
同・住民税控除 45 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 
高校生所得控除改正 38 3.8 7.6 7.6 9.5 12.54 
同・住民税控除改正 33 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 
高校授業料補助 11.88 11.88 11.88 11.88 11.88 11.88 
高校生増減税効果  -7.68 -5.68 -5.68 -4.43 -2.43 
(注) ・ 増減税額はマイナス (-) 印の部分のみ減税, その他は増税になる｡ 
 ・ 高校無償化は国公立全日制高校は年11万8800円 (この表でのケース), 国公立定時制高校は年 3 万
2400円, 国公立通信制高校は年6200円｡ 私立高校の場合, 年収250万円未満の世帯は23万7600円, 
250～350万円の世帯は17万8200円｡ 
 ・ 児童手当は 3 歳未満は年12万円,  3 歳以上12歳以下は年 6 万円,  3 人目以降は年12万円｡ 所得制限は
平成22年度で扶養家族 1 人の場合, 自営業者506万円, 給与所得者578万円 (この表でのケース)｡ 
 




ある｡ 2010年 7 月現在で, 夫婦と子供 2 人の標
準世帯における所得税の課税最低限は, 先進諸
国でフランス374.1万円 , アメリカ331.2万円, 














リカ297.6万円 , イギリス253.8万円 , ドイツ
232.9万円で, 日本は220.0万円と最低の地位に
ある｡ 2010年度は年少扶養控除38万円を廃止し

















(図 7 ) 課税最低限の国際比較 
 
(資料) 財務省ホームページのデータから作成 
(備考) 本資料における所得税の課税最低限とは, 所得税の納税額が実際に発生する所得水準を指し, 統一
的な国際比較を行う観点から, 諸外国の税法に規定されている様々な所得控除や税額控除のうち, 
一定の家族構成や所得を前提として実際の税額計算において一般的に適用されるもののみを考慮
して, 課税最低限の額を計算している｡ イギリスの就労税額控除及び児童税額控除については, 実
際の税額計算において控除されるものではないが, 納税額とは別に, 全額が給付されるものである
ので, これらを含めて計算している｡ 
(注) 1. 日本は子が控除対象扶養親族 (夫婦子 2 人の場合は, 子のうち 1 人が特定扶養親族) に該当するも
のとしている｡ アメリカは子が17歳未満 (夫婦子 2 人の場合は, 子のうち 1 人が17歳未満) として
いる｡ 
2. 邦貨換算レート： 1 ドル＝92円,  1 ポンド＝134円,  1 ユーロ＝115円 (基準外国為替相場及び裁定外
国為替相場：平成22年 (2010年)  5 月中における実勢相場の平均値)｡ 
 
6 . 4 .  3 歳未満児の育児への増減税効果 
従来の児童手当は 0 歳～ 3 歳未満は年12万円,  
3 歳以上12歳以下は年 6 万円,  2 人目は年 6 万円,  
3 人目以降は年12万円であり, 平成21年度の所
得制限は扶養親族が 1 人の場合は自営業者 (国
民年金加入者または年金未加入者) 506万円, 給
与所得者 (厚生年金など被用者年金加入者) 578
万円 (扶養親族が 1 人増える毎に38万円を加え
た額) であった｡ よって給与所得者で 3 歳未満



















































































































子ども手当は半額支給と決まったので, (表 2 ) 
のように 0 歳～ 3 歳未満の児童を 1 人育てる場
合, 課税所得が195～330万円では3.5万円の増
税, 課税所得330～所得578万円では7.3万円の












られる｡ 子供を産んでから 3 歳になるまで 3 万
5000円～ 7 万3000円の増税となるので, 新設の
子ども手当はこうした階層の子育ての経済的負
担を一層重くし, 出産・育児意欲を阻害する｡ 
年子ないし 1 年置きで第 2 子を産む場合には, 
増税額は 7 万円～14万6000円となるので, やは
り育児意欲を阻害する｡ これでは子供を 1 人産













る世帯とみられるので, 子ども手当により年 3 





















2011年度からは 0 ～ 3 歳児については1.3万円か
ら 7 千円を増額して月額 2 万円に引き上げる修
正案を提示するようになった｡ すると 0 歳～ 3 







もつかの間, 2011年 3 月の東日本大震災の発生
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を契機に救済・復興財源として子ども手当財源
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6 . 5 .  3 歳～12歳児の育児への増減税効果 
また従来は給与所得者で 3 歳以上12歳未満の児



























6 . 6 . 13歳～15歳児・中学生の育児への増減税
効果 
13歳から15歳の中学生の育児に対する実質増
減税効果は, (表 2 ) のように, 195～330万円の
課税所得で 8 万5000円の減税, 330～695万円の
課税所得で 4 万7000円の減税, 695～900万円の
課税所得で 3 万5600円の減税, 900万円以上の課
税所得で2000円の増税と, 高所得者を除けば減
税となる｡ 中学生をもつ世帯に年 3 万5600円～ 
8 万5000円の減税効果があるが, 養育費の若干
の助けになっても, これで子供をもう 1 人増や
そうという意欲は起こらないと見られる｡ 












































8  扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子育て政策 (下) 
科省調査によれば公立高校の年間授業料 (入学金






にはなるが, これで子供をもう 1 人増やそうとい
う意欲はほとんど刺激されないと見られる｡ 









7 . 今後の扶養控除廃止と増税効果 
























7 . 2 . 特定扶養控除の廃止 
高校生 (16～18歳) の特定扶養控除を2010年
度のように約 2 分の 1 の縮減ではなく, 完全廃
止すれば, 特定扶養控除廃止による高校無償化










学生 (19～22歳) の特定扶養控除を廃止すれば, 




7 . 3 . 成人の扶養控除の廃止 
15歳以下の児童の年少扶養控除は完全廃止が
決まったが, 23～69歳の被扶養家族に対する成
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(表 3 ) 扶養控除完全廃止による子ども手当・高校無償化 (単位：万円, マイナスは減税)  
  課税所得 課税所得 給与所得 課税所得 課税所得 
税率  10% 20% 20% 25% 33% 
扶養控除・手当 金額 195～ 330～ 578～ 695～ 900～ 
子供 ( 0 ～15歳)・所得税控除 38 3.8 7.6 7.6 8.74 12.5 
同・住民税控除 33 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 
児童手当 3 歳未満 12 12 12    
児童手当 3 歳以上～12歳以下 6 6 6    
子供手当15歳以下 (半額) 15.6 15.6 15.6 15.6 15.6 15.6 
 0 ～ 3 歳児増減税効果  3.5 7.3 -4.7 -3.56 0.2 
 3 ～12歳児増減税効果  -2.5 1.3 -4.7 -3.56 0.2 
13～15歳中学生増減税効果  -8.5 -4.7 -4.7 -3.56 0.2 
大学生, 高校生 (16～22歳) 所得税控除 63 6.8 12.6 12.6 15.75 20.79 
同・住民税控除 45 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 
高校授業料補助 11.88 11.88 11.88 11.88 11.88 11.88 
高校生増減税効果  -0.58 5.22 5.22 8.37 13.41 
大学生増減税効果  11.3 17.1 17.1 20.25 25.29 
成人扶養・所得税控除 38 3.8 7.6 7.6 8.74 12.5 
同・住民税控除 33 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 
成人扶養増減税効果  7.1 10.9 10.9 12.04 15.8 
配偶者・所得税控除 38 3.8 7.6 7.6 8.74 12.5 
同・住民税控除 33 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 
配偶者控除増減税効果  7.1 10.9 10.9 12.04 15.8 
同居老親・所得税控除 58 5.8 11.6 11.6 14.5 19.14 
同・住民税控除 33 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 
同居老親控除増減税効果  9.1 14.9 14.9 17.8 22.44 
家族構成による増減税効果       
夫婦  7.1 10.9 10.9 12.04 15.8 
夫婦・ 3 歳未満児  10.6 18.2 6.2 8.48 16 
夫婦・ 3 ～12歳児  4.6 12.2 6.2 8.48 16 
夫婦・中学生  -1.4 6.2 6.2 8.48 16 
夫婦・高校生  6.52 16.12 16.12 20.41 29.21 
夫婦・大学生  18.4 28 28 32.29 41.09 
夫婦・ 3 歳未満児・小学生  8.1 19.5 1.5 4.92 16.2 
夫婦・小学生・中学生  -3.9 7.5 1.5 4.92 16.2 
夫婦・中学生・高校生  -1.98 11.42 11.42 16.85 29.41 
夫婦・高校生・大学生  17.82 33.22 33.22 40.66 54.5 
夫婦・老親・ 3 歳未満児  19.7 33.1 21.1 26.28 38.44 
夫婦・老親・小学生  13.7 27.1 21.1 26.28 38.44 
夫婦・老親・中学生  7.7 21.1 21.1 26.28 38.44 
夫婦・老親・高校生  15.62 31.02 31.02 38.21 51.65 
夫婦・老親・大学生  27.5 42.9 42.9 50.09 63.53 
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が多くなり, 内田 (1986) や小島 (2008) が指
摘する ｢シルバーデモクラシー｣, 岡田 (2010) 




8 . 1 . 子ども手当の育児・出生率改善に対する
阻害効果 
第 6 節で詳細に分析したように, 2010年度か
ら半額支給が始まった子ども手当15.6万円は, 
その財源として児童手当を廃止し, 年少扶養控
除38万円を完全廃止するために,  0 歳から 3 歳
未満の子供を出産・養育しようとする世帯に対
して, 課税所得が195～330万円では 3 万5000円
の増税, 課税所得330万円～給与所得578万円で
は 7 万3000円の増税を強いる｡ 年子や 1 年おき











より 3 万5600円～ 4 万6800円の減税効果があっ
ても, この程度の僅かな金額ではさらにもう 1 
人子供を出産したいという意欲をもたらすには, 
ほとんど効果はない｡ 課税所得900万円以上で
は 2 千円の増税を強いる 
 3 歳～12歳児がいる世帯では, 課税所得330




円～課税所得900万円の高所得階層では  3 万
5600円～ 4 万7000円の減税効果があり, 若干の
育児補助にはなるが, もう 1 人出産しようとさ
せる効果はほとんどないと見られる｡ 
13歳～15歳の中学生がいる世帯では, 高所得





ってすべての所得階層で 2 万3900円～ 7 万6800
円の減税効果をもたらし, 育児補助の効果はあ















8 . 2 . 年少扶養控除の復活 
最低生活費を免税とする扶養控除は, 日本国






















難点が多い子ども手当 (児童手当) を廃止して, 
アメリカのような還付付きの児童税額控除制度
を導入することが非常に確実で効果的である(注23)｡ 






還付付き税額控除の考え方は , 元々Milton 
Freedman (1962) が提唱した ｢負の所得税 (negative 
income tax)｣ に由来している｡ 還付付き税額控
除は, 個人の所得額や扶養者の数に応じて税額
控除額 (給付額) を決定し, 税額控除額が算出
税額を超える場合に, その超える部分の金額を




















た国は14カ国, 全面転換した国は 7 カ国, 部分
転換した国は 5 カ国あり, 導入してないのは日
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(表 4 ) 子ども手当と児童税額控除の比較 








受給対象児童 0 ～15歳以下 0 ～12歳以下 0 ～15歳以下 
















3 歳以上 1 子・ 2 子 6 万円,  
3 子以降12万円 
子供 1 人15.6万円 
育児・教育費の最高限度
額は 1 子12万円,  2 子15













7.1万円    
330～ 695万円
の免税額 
10.9万円    
695～ 900万円
の免税額 
12.04万円    
900～万円の免
税額 
15.8万円    
 









































































厚労省の調査によると, 2010 (平成22) 年 4 月 
1 日現在で, 保育所への入所を希望しながら定
員オーバーなどのために利用できない待機児童
は 2 万6275人おり, 前年比891人の増加となり,  
3 年連続で増加している｡ これは2003 (平成15) 
年の 2 万6383人とほぼ同水準であり, 過去最悪
の水準である｡ 保育所の総定員数は215万7890
人であるので, 待機児童数は約 1 ％であり, そ
の分の需要に供給が追いついていないことにな
る｡ そのうち 0 ～ 2 歳児が 2 万1537人で82.0％



































るが, 入所できない場合, (2) 子の養育を行って
いる配偶者であって,  1 歳以降子を養育する予
定であったものが, 死亡, 負傷, 疾病等の事情
により子を養育することが困難になった場合に
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(図 9 ) 育児休業所得率の推移 
 
(資料) 厚生労働省 ｢平成19年度雇用均等基本調査｣ 結果概要 
 



































動向基本調査 (平成 9 年) において, 25～34歳の
男女が独身にとどまっている理由を調査した所, 
消極的な理由としては ｢適当な相手にめぐり会
わない｣  が最も多く , 男子で46.5％ , 女子で
52.3％も占めた｡ 次が ｢結婚資金が足りない｣ 
で, 男子で22.3％, 女子で13.0％であった｡ 次














くない｣ が男子で30.2％, 女子で38.2％, ｢必要
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性を感じない｣ が男子で33.3％, 女子で34.7％
と多かった｡ 次いで ｢趣味や娯楽を楽しみた
い｣ が男子で19.9％, 女子で19.6％, ｢仕事 (学






















































り上げていきたい｣ という｡ 静岡県では, 過疎
化問題に悩む自治体があり, 根本的な解決のた







8 . 8 . 子ども手当の失効と還付付き児童税額控
除の導入 
 3 歳未満児への増税効果を指摘されて, 民主
党は2010年 9 月に月額7000円を上積みし, 月額 
2 万円, 年額24万円とする修正案を提出したが, 
野党の反対で撤回し, 2011年 3 月には現状のま
ま 9 月まで支給する ｢つなぎ法案｣ を通すに留






2009年度以前の旧制度に比べて,  0 歳から 3 歳
未満の子供のいる世帯には, 課税所得が195～













2011年 6 月に民主・自民・公明の 3 党は, 子ど
も手当廃止後の児童手当拡充案として,  3 歳未
満児への児童手当を月額 1 万3000～5000円に上
積みすることで合意した｡ ただし所得制限につ
いては未定である｡  5 千円の上積みをして所得
制限を復活する場合には, 2009年度以前の旧制
度に比べて,  0 歳から 3 歳未満の子供のいる世
帯には, 課税所得が195～330万円では 1 万1000
円の増税, 課税所得330万円～給与所得578万円


































18  扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子育て政策 (下) 
度へ移行するべきである｡ 
｢次代の日本社会を担う｣ 15歳以下の日本国






税額控除の年上限額は第 1 子で12万円, 第 2 子















申｣ (1966年12月) では, 他に納税者数の調整, 
低所得層の累進度の緩和などを挙げ, 最も重要
な観点は最低生活費の控除であるとしている｡ 





(注16) 金子 (2006: p.200) を参照｡ またアメリカ憲
法では従来から生存権の概念がなかったが, 最
低生活費の非課税については経済学的観点から
従来から認められてきた｡ 佐々木 (1997: p.62) 
を参照｡ 










(注19) 事実上の子の取り扱いについては , 尾崎 
(2005) を参照｡ 














はなく, ｢課税所得階層｣ と ｢被扶養児童の年
齢｣ により大きな違いが出る｡ よって ｢課税所
得階層｣ と ｢被扶養児童の年齢 ( 0 ～ 2 歳,  3 ～
12歳, 13～15歳)｣ の違いを十分に区別して計算
をしないと, 不正確な計算となる｡ 
(注21) 森永 (2009) も同様な指摘をしている｡ 















2006年 6 月に ｢平成19年度税制改正に関する建
議書｣ で, 日本商工会議所は2006年 9 月に ｢平
成19年度税制改正に関する要望｣ において, 児
童税額控除を提言した｡ 
(注24) 山下 (2007) の調査では, OECD 30カ国中, 児
童税額控除を採用する国は1974年には 3 カ国で
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(注25) 埋橋 (2010, pp73-74) はその具体例として, 
｢日本型児童税額控除｣ と ｢ワーキングプア対
策としての給付付き税額控除｣ の 2 つを提言し
ている｡ 
(注26) 井堀 (2010, p.23) によれば, 貧困層への生活
支援給付という観点では, ｢選択と集中｣ が望




ては, 日本経済団体連合会が2007年 3 月に ｢少
子化問題への総合的な対応を求める ― 人口減
少化の新しい社会づくりに向けて｣, 経済同友
会が2007年 4 月に ｢社会のために皆が願いを込
めて納める税制への改革｣ を公表した｡ 
(注28) 勝間 (2010, p.52) は, 高額な保育料を下げる
施策や保育所の格差を是正する政策が必要であ
ることを強調している｡ 
(注29) 勝間 (2010, p.51) は, 少子化対策として, 子
ども手当だけでなく ｢より広範囲をカバーする
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